
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　

当該電磁波遮断層の形成工程と同一工程で形成 ことを特徴とす
るフラットディスプレイパネル用前面フィルム。
【請求項２】
　請求項 に記載のフィルムにおいて、
　前記リペア線が前記電磁波遮断層の外周に離隔して形成されることを特徴とするフラッ
トディスプレイパネル用前面フィルム。
【請求項３】
　フラットディスプレイパネルの前面に、請求項１ に記載のフィルムが透明接着
層を介して貼着されていることを特徴とするフラットディスプレイ装置。
【請求項４】
　プラズマディスプレイパネルの前面に設けられる光学フィルタ、電磁波遮断層の少なく
とも１つを有するシート状フィルムであって、当該フィルムの表示領域外となる位置に当
該パネルの電極を補修するためのリペア線を付設してなることを特徴とするプラズマディ
スプレイパネル用前面フィルム。
【請求項５】
　プラズマディスプレイパネルの表示面に、請求項 に記載のフィルムが透明接着層を介
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フラットディスプレイパネルの表示面を被うシート形状を有し、そのシート体の一面に
電磁波遮断層と当該パネルの電極を補修するためのリペア線とを備え、
　当該リペア線を してなる

１

または２

４



して貼着されていることを特徴とするプラズマディスプレイ装置。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、前面フィルムを貼着しているフラットディスプレイ装置に関し、特に、電極補
修用のリペア線を付設したフィルム構造とそのフィルムを用いたフラットディスプレイ装
置に関する。
【０００２】
【従来の技術】
従来のフラットディスプレイパネルの一つとしてのプラズマディスプレイパネルは、特開
２００１－３４３８９８号に開示されるものがあり、以下図８ないし図１０に基づいて説
明する。図８は従来のプラズマディスプレイパネルを有するプラズマディスプレイ装置の
断面図、図９は従来のプラズマディスプレイパネルの発光／非発光領域及びフィルム状前
面フィルタのバスパー領域の関係を示した説明図、図１０は従来のフィルム状前面フィル
タの詳細断面図を示す。
【０００３】
図８に示すように、従来のプラズマディスプレイパネルを有するプラズマディスプレイ装
置は、長方体形状の筐体１０６内にプラズマディスプレイパネル１０１が収容されている
。このプラズマディスプレイパネル１０１の前面には、フィルム状前面フィルタ１０２が
貼着されている。プラズマディスプレイパネル１０１はその裏面側に配置された支持基板
１０４の一方の面側に固定されている。支持基板１０４の他方の面側には電源回路１０５
及び各種回路が搭載された回路搭載基板１０３が取り付けられている。支持基板１０４は
裏面パネル１０７に固定されており、この裏面パネル１０７が筐体１０６に取り付けられ
る。筐体１０６内の上部にはファン１０８が取り付けられている。筐体１０６の前面枠１
０６ｂには、プラズマディスプレイパネル１０１の発光部分に対応した開口１０６ａが形
成されている。
【０００４】
フィルム状前面フィルタ１０２は、図９にも示しているように、プラズマディスプレイパ
ネル１０１よりも幾分大きな長方形状を有している。フィルム状前面フィルタ１０２の外
周部はバスバー領域１０２ｅを成している。このバスバー領域１０２ｅは、プラズマディ
スプレイパネル１０１の外周よりも外側に位置し、筐体１０６における前面枠１０６ｂの
裏面に設けた導体部（図示せず）に電気的に接する。プラズマディスプレイパネル１０１
から放射される電磁波は、フィルム状前面フィルタ１０２において電流に変換され、この
電流が前記バスバー領域１０２ｅを介して筐体１０６の導体部に流れることで、電磁波放
射ノイズが低減されることになる。
【０００５】
また、フィルム状前面フィルタ１０２は、図１０に示すように、透明導電フィルム１０２
ｃの前面に透明接着層１０２ｂを介して光学特性調整フィルムとしての反射防止フィルム
（ＡＲフィルム）１０２ａを貼付した構造を有する。反射防止フィルム１０２ａ及び透明
接着層１０２ｂは、透明導電フィルム１０２ｃの外周縁部には存在しておらず、透明導電
フィルム１０２ｃの外周縁部は導電フィルム露呈部となってバスバー領域１０２ｅを成す
。透明導電フィルム１０２ｃは、例えばＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）から成る
基体シートにＩＴＯ（インジウムとスズの合金酸化膜）を成膜したものである。また、透
明接着層１０２ｂとしては、例えばアクリル系接着材を用いる。そして、かかるフィルム
状前面フィルタ１０２は、前記透明導電フィルム１０２ｃの裏面側に塗布された透明接着
層１０２ｄによってプラズマディスプレイパネル１０１の前面に貼付されている。透明接
着層１０２ｄは、プラズマディスプレイパネル１０１における前述の非発光領域上には存
在していない。従って、非発光領域上においては、フィルム状前面フィルタ１０２を剥離
することができ、この剥離可能領域をリペア領域とする。
【０００６】
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【発明が解決しようとする課題】
従来のフラットディスプレイ装置は、以上のように構成されていたことから、非発光領域
におけるフィルタ１０２を剥離することでリペア領域を形成しており、製造したプラズマ
ディスプレイパネル１０１の点灯試験により放電電極例えばアドレス電極の断線が発見し
た後にリペア線を新たに配設しなければならず、リペア処理の作業が繁雑となり円滑にリ
ペア処理を行えないという課題を有する。
【０００７】
本発明は、上記課題を解決するためになされ、リペア処理が簡単な作業で行なえる予めリ
ペア線を配設したフラットディスプレイパネル用前面フィルムとこれを用いたフラットデ
ィスプレイ装置を提供することを目的とする。
【００１０】

当該電磁波遮断層の形成工程と同一工程で形成 ことを特
徴とする。このように本発明においては、電磁波遮断層と同様の導電性を有するリペア線
を同一工程で形成するので、当該電磁波遮断層と独立に形成する場合に比べて、製造工程
を簡略化してリペア線形成により発生する製造時間と経費を削減することができる。
【００１１】
また、本発明に係るフィルムは必要に応じて、前記リペア線が前記電磁波遮断層の外周に
離隔して形成されるものである。このように本発明においては、前記電磁波遮断層と前記
リペア線とが共に導電性を有して互いに接触せずに形成されているので、電気的に接続す
ることもなく干渉による不具合を防止することができる。
【００１２】
　また、本発明に係るフラットディスプレイ装置は必要に応じて、フラットディスプレイ
パネルの前面に、前記フィルムが透明接着層を介して貼着されているものである。
【００１３】
また、本発明に係るフィルムは、プラズマディスプレイパネルの前面に設けられる光学フ
ィルタ、電磁波遮断層の少なくとも１つを有するシート状フィルムであって、当該フィル
ムの表示領域外となる位置に当該パネルの電極を補修するためのリペア線を付設してなる
ものである。
また、本発明に係るフラットディスプレイ装置は必要に応じて、プラズマディスプレイパ
ネルの表示面に、前記フィルムが透明接着層を介して貼着されているものである。
【００１４】
【発明の実施の形態】
（本発明の第１の実施形態）
以下、本発明の第１の実施形態に係るフラットディスプレイパネルの一つとしてのプラズ
マディスプレイパネルを、図１ないし図５に基づいて説明する。図１は本実施形態に係る
フィルムを形成したプラズマディスプレイパネルの正面図、図２は図１に記載のプラズマ
ディスプレイパネルのＩ－Ｉ線断面図、図３は本実施形態に係るプラズマディスプレイパ
ネルにおけるアドレス電極断線例示図、図４は本実施形態に係るプラズマディスプレイパ
ネルのリペア処理後の正面図、図５は本実施形態に係るプラズマディスプレイパネルを有
するプラズマディスプレイ装置のリペア処理後の断面図を示す。
【００１５】
前記各図において本実施形態に係るプラズマディスプレイパネル１を有するプラズマディ
スプレイ装置は、プラズマディスプレイパネル１と、このプラズマディスプレイパネル１
の前面に貼着するフィルム２と、プラズマディスプレイパネル１を駆動する駆動回路３と
、プラズマディスプレイパネル１及び駆動回路３等を収納する長方体形状の筐体６と、プ
ラズマディスプレイパネル１及び駆動回路３等を筐体６に固定する固定部材４とからなる
。
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【課題を解決するための手段】
　本発明に係るフィルムは、フラットディスプレイパネルの表示面を被うシート形状を有
し、そのシート体の一面に電磁波遮断層と当該パネルの電極を補修するためのリペア線と
を備え、当該リペア線を してなる



【００１６】
前記プラズマディスプレイパネル１は、一般的な３電極放電型プラズマディスプレイ装置
を想定しており、図示しない主電極（維持電極）を配置された前面基板１１とアドレス電
極１４を配置された背面基板１２とからなり、この前面基板１１と背面基板１２との間に
ネオンとキセノンの混合ガスを封入している構成である。
【００１７】
前面基板１１は、この前面基板１１の基材となるガラス基板と、このガラス基板の内面に
互いに平行に複数対配列され、維持放電専用の第１の主電極及びアドレス放電と維持放電
に兼用の第２の主電極と、前記第１の主電極及び第２の主電極を被覆する誘電体層（図示
しない）と、この誘電体層表面に電極等を保護するための保護膜（図示しない）とを備え
る構成である。この第１の主電極及び第２の主電極は、透明電極（図示しない）とバス電
極（図示しない）とからなる。
【００１８】
背面基板１２は、この背面基板１２の基材となるガラス基板（図示しない）と、前面基板
１１と背面基板１２を貼り合わせた場合に前記前面基板１１の主電極に交差するようにガ
ラス基板の表面に配列されたアドレス電極１４と、このアドレス電極１４を被覆する誘電
体層（図示しない）と、この誘電体層の上に放電空間の仕切りとなる隔壁（図示しない）
と、この隔壁間に形成されたＲＧＢの蛍光体層（図示しない）とを備える構成である。
【００１９】
前記フィルム２は、プラズマディスプレイパネル１に貼着する方向から順に、放電ガス自
体の発光色をフィルタする色調整層２１と、プラズマディスプレイパネル１より放出され
る近赤外線領域の線スペクトルを遮断する赤外線遮断層２２と、プラズマディスプレイパ
ネル１及び駆動回路３より放射される電磁波を遮断する電磁波遮断層２３と、本発明の特
徴に従って付設されたアドレス電極１４が断線した場合の予備線であるリペア線２４と、
光学特性を調整する光反射防止層２５と、傷を防止するための保護層２６からなる。
【００２０】
色調整層２１は、所定の波長領域の可視光を選択的に吸収・減衰させる特性を有するもの
が好ましく、色素による光吸収を利用した色素フィルタが用いられる。電磁波遮断層２３
は、スパッタリング法等により銀の薄膜、又はＩＴＯ薄膜から成形される。光反射防止層
２５は、光学的に設計された屈折率の異なる数種の金属酸化物薄膜を蒸着等によりマルチ
コートした層からなる。保護層２６は、アクリル系樹脂、シロキサン系樹脂、メラニン系
樹脂等の膜を重合硬化して成形される。
【００２１】
前記リペア線２４は、電磁波遮断層２３と同時に同様にスパッタリング法等により銀の薄
膜等から形成され、プラズマディスプレイパネル１表示面に貼着するフィルム２において
表示領域外に対応する位置で、且つ、電磁波遮断層２３の周縁に配設し、駆動回路３と接
続するための導電露出部分である接続部を有する。
【００２２】
以下、本実施形態に係るプラズマディスプレイパネル１においてリペア処理に関する作業
を説明する。まず、完成したプラズマディスプレイパネル１に対して各電極への導通確認
並びにアドレスセル及び表示セルの点灯確認等の試験の結果、プラズマディスプレイパネ
ル１におけるアドレス電極１４に断線が発見された場合には、リペア線２４を有するフィ
ルム２をこのプラズマディスプレイパネル１に接着層（図示しない）を介して貼着する。
前記点灯確認等の試験の結果、プラズマディスプレイパネル１におけるアドレス電極１４
に断線が発見されなかった場合には、リペア線２４を有しない通常のフィルムをこのプラ
ズマディスプレイパネル１に接着層（図示しない）を介して貼着する。以下、リペア線２
４を有するフィルム２を貼着したプラズマディスプレイパネル１についてのみ説明する。
【００２３】
前記試験により断線が発見されたアドレス電極１４が特定されているので、この特定され
ているアドレス電極１４において、図３が示すように、アドレス電極１４は接続点αで駆
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動回路３と接続して接続点αから断線点βまでの対応するアドレスセルを点灯させ、断線
点βから接続点α´までの対応するアドレスセルを点灯させることができないため、アド
レス電極１４ａ及びリペア線２４を接続点αで導線δにより接続し、また、アドレス電極
１４ｂ及びリペア線２４を接続点α´で導線δ´により接続する（図４及び図５参照）。
ここで、断線点βを境に、アドレス電極１４の上側を１４ａ、下側を１４ｂとしている。
【００２４】
このように接続することで、駆動回路３から断線点βを有するアドレス電極１４へ、この
アドレス電極１４の一端である接続点αから導線δを介してリペア線２４へ、このリペア
線２４からアドレス電極１４の他端である接続点α´へ、この接続点α´から導線δ´を
介してアドレス電極１４ｂへ電圧が印加される。つまり、リペア線２４を介して電気的に
接続が回復され、断線点βから接続点α´に対応するアドレスセルも点灯可能となる。
【００２５】
本実施形態に係るプラズマディスプレイパネル１によれば、予めリペア線２４を配設され
たフィルム２を貼着しているので、貼着した後に専用のリペア線を形成する手間が省ける
と共に、電磁波遮断層２３を構成する薄膜とリペア線２４とが導通を取ることがなく、簡
易かつ円滑にプラズマディスプレイパネル１を完成させることができる。
【００２６】
（本発明の第２の実施形態）
以下、本発明の第２の実施形態に係るフラットディスプレイパネルの一つとしてのプラズ
マディスプレイパネルを、図６または図７に基づいて説明する。図６は本実施形態に係る
プラズマディスプレイパネルにおけるアドレス電極断線例示図、図７は本実施形態に係る
プラズマディスプレイパネルのリペア処理後の正面図を示す。
本実施形態に係るプラズマディスプレイパネル１は、前記第１の実施形態と同様に構成さ
れ、図６が示すように、前記フィルム２のリペア線２４が、表示領域外に対応する位置で
、且つ、電磁波遮断層２３の周縁に２重に配設されることを異にする構成である。
【００２７】
次に、本実施形態に係るプラズマディスプレイパネル１の電極補修作業を、図６が示すよ
うに３つのアドレス電極１４１、１４２、１４３がそれぞれ断線点β１、β２、β３で断
線している場合について説明する。前記第１の実施形態と同様に、フィルム２をこのプラ
ズマディスプレイパネル１に接着層（図示しない）を介して貼着して点灯試験し、この試
験により断線を生じている１番目のアドレス電極１４１が特定されているので、この特定
されている１番目のアドレス電極１４１に対して、このアドレス電極１４１は接続点α１
で駆動回路３と接続して接続点α１から断線点β１までの対応するアドレスセルを点灯さ
せ、断線点β１から接続点α１´までの対応するアドレスセルを点灯させることができな
いため、図７に示すように、１番目のアドレス電極１４１ａ及び内側のリペア線２４１を
接続点α１で導線δ１により接続し、また、１番目のアドレス電極１４１ｂ及び内側のリ
ペア線２４１を接続点α１´で導線δ１´により接続する。ここで、断線点β１を境に、
１番目のアドレス電極１４１の上側を１４１ａ、下側を１４１ｂとしている。
【００２８】
前記試験により断線を生じている２番目のアドレス電極１４２が特定されているので、前
記１番目のアドレス電極１４１と同様に、この特定されている２番目のアドレス電極１４
２に対して、このアドレス電極１４２は接続点α２で駆動回路３と接続して接続点α２か
ら断線点β２までの対応するアドレスセルを点灯させ、断線点β２から接続点α２´まで
の対応するアドレスセルを点灯させることができないため、図７に示すように、２番目の
アドレス電極１４２ａ及び外側のリペア線２４２を接続点α２で導線δ２により接続し、
また、２番目のアドレス電極１４２ｂ及び外側のリペア線２４２を接続点α２´で導線δ
２´により接続する。ここで、断線点β２を境に、１番目のアドレス電極１４２の上側を
１４２ａ、下側を１４２ｂとしている。
【００２９】
前記試験により断線を生じている３番目のアドレス電極１４３が特定されているので、前
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記１番目のアドレス電極１４１と同様に、この特定されている３番目のアドレス電極１４
３に対して、このアドレス電極１４３は接続点α３で駆動回路３と接続して接続点α３か
ら断線点β３までの対応するアドレスセルを点灯させ、断線点β３から接続点α３´まで
の対応するアドレスセルを点灯させることができないため、図７に示すように、３番目の
アドレス電極１４３ａ及び外側のリペア線２４２を接続点α３で導線δ３により接続し、
また、３番目のアドレス電極１４３ｂ及び外側のリペア線２４２を接続点α３´で導線δ
３´により接続する。ここで、断線点β３を境に、１番目のアドレス電極１４３の上側を
１４３ａ、下側を１４３ｂとしている。
【００３０】
プラズマディスプレイパネル１の表示部分の周縁に外側のリペア線２４１、２４２を配置
しているので、環状のリペア線２４２における点γ及び点γ´部分を切除する。このよう
に接続することで（図７参照）、駆動回路３から断線点β１を有する１番目のアドレス電
極１４１へ、この１番目のアドレス電極１４１の一端である接続点α１から導線δ１を介
して内側のリペア線２４１へ、この内側のリペア線２４１から導線δ１´を介して１番目
のアドレス電極１４１の他端である接続点α１´へ、この接続点α１´からアドレス電極
１４１ｂへ電圧が印加される。
【００３１】
同様に、駆動回路３から断線点β２を有する２番目のアドレス電極１４２へ、この２番目
のアドレス電極１４２の一端である接続点α２から導線δ２を介して外側のリペア線２４
２へ、この外側のリペア線２４２から導線δ２´を介して２番目のアドレス電極１４２の
他端である接続点α２´へ、この接続点α２´からアドレス電極１４２ｂへ電圧が印加さ
れる。同じく、駆動回路３から断線点β３を有する３番目のアドレス電極１４３へ、この
３番目のアドレス電極１４３の一端である接続点α３から導線δ３を介して外側のリペア
線２４３へ、この外側のリペア線２４３から導線δ３´を介して３番目のアドレス電極１
４３の他端である接続点α３´へ、この接続点α３´からアドレス電極１４３ｂへ電圧が
印加される。
【００３２】
つまり、リペア線２４１、２４２を介して電気的に接続が回復され、断線点β１から接続
点α１´に対応するアドレスセル、断線点β２から接続点α２´に対応するアドレスセル
及び断線点β３から接続点α３´に対応するアドレスセルも点灯可能となる。ここで、点
γ及び点γ´のリペア線２４を切除しているので、２番目のアドレス電極１４２の電気的
接続と３番目のアドレス電極１４３の電気的接続との独立性が担保される。
【００３３】
以上、断線したアドレス電極１４が３つの場合について説明したが、同一のアドレス電極
１４上に２以上の断線点を有している場合を除き、複数のアドレス電極１４が断線してい
る場合少なくともこの断線しているアドレス電極１４の数と半数のリペア線２４の数を形
成したフィルム２を（但し、奇数数の断線が生じた場合は、断線数から１を引いて２で除
算し、その商に１を加算した数のリペア線２４が必要）プラズマディスプレイパネル１に
貼着することで、全ての断線に対応して接続をリペア線２４が代替して回復することがで
きる。
【００３４】
本実施形態に係るプラズマディスプレイパネル１によれば、リペア線２４を２重に配設さ
れたフィルム２を貼着しているので、複数のアドレス電極１４１、１４２、１４３が断線
した場合にも電気的接続を回復し、断線により点灯できなかったアドレスセルを点灯させ
ることができる。
【００３５】
（その他の実施形態）
なお、前記各実施形態において、リペア線２４をプラズマディスプレイパネル１の表示領
域外に形成しているが、リペア線２４を透明に形成することにより、又は、電磁波遮断層
２３の形状を変更してこの電磁波遮断層２３の一部をリペア線２４として使用し、又は兼
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用することにより、リペア線２４を表示領域内に形成することもできる。
また、前記各実施形態において、点灯確認等の試験の後にアドレス電極１４に断線が生じ
ているプラズマディスプレイパネル１に対してリペア線２４を形成したフィルム２を貼着
しているが、アドレス電極１４に断線が生じているか否かに拘らず、全てのプラズマディ
スプレイパネル１にリペア線２４を形成したフィルム２を貼着することもでき、容易に生
産ラインを設計及び運用できる。
【００３６】
また、前記各実施形態において、アドレス電極１４が断線している場合、この断線してい
るアドレス電極１４の数に合わせた数のリペア線２４を形成したフィルム２を貼着してい
るが、所定数のリペア線２４を形成したフィルム２をプラズマディスプレイパネル１に貼
着することもできる。
また、前記各実施形態において、試験の後にフィルム２をプラズマディスプレイパネル１
に貼着しているが、試験前に全てのプラズマディスプレイパネル１にリペア線２４を形成
したフィルム２を使用することもできる。
【００３７】
また、前記各実施形態において、プラズマディスプレイパネル１に貼着するフィルム２は
、色調整層２１、赤外線遮断層２２、電磁波遮断層２３、リペア線２４、光反射防止層２
５及び保護層２６から構成されているが、リペア線２４以外の構成要素は必須でもなく、
リペア線２４を除く前記構成要素の一部を取り除いて構成することもできる。逆に、更に
機械的な衝撃から保護する衝撃緩和層等の別の構成要素を追加してフィルム２を構成する
こともできる。
また、前記各実施形態において、フィルム２をプラズマディスプレイパネル１に貼着して
一体形成としているが、フィルム２とプラズマディスプレイパネル１とを分離した形成と
することもできる。例えば、フィルム２を最前面に配設される透明保護板（透明板状フロ
ントカバー）の内側面に貼着することもできる。
【００３８】
また、前記各実施形態において、前記リペア線２４が電磁波遮断層２３と同時に同様にス
パッタリング法等により銀の薄膜等から形成されているが、同時に形成されなくともでき
、または同様にスパッタリング法等により銀の薄膜等から形成されなくともできる。
また、前記各実施形態において、リペア線２４を用いてアドレス電極の断線を補修してい
るが、主電極（維持電極）の補修に適用することも可能である。さらに、プラズマディス
プレイパネルの他、ＬＣＤ、ＥＬ、ＦＥＤ等のパネルへの適用も可能である。
【００４０】

電磁波遮断層と同様の導電性を有するリペア線を同一
工程で形成するので、当該電磁波遮断層と独立に形成する場合に比べて、製造工程を簡略
化してリペア線形成により発生する製造時間と経費を削減することができるという効果を
有する。
　また、本発明においては、前記電磁波遮断層と前記リペア線とが共に導電性を有して互
いに接触せずに形成されているので、電気的に接続することもなく干渉による不具合を防
止することができるという効果を有する。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１の実施形態に係るフィルムを形成したプラズマディスプレイパネル
の正面図である。
【図２】図１に記載のプラズマディスプレイパネルのＩ－Ｉ線断面図である。
【図３】本発明の第１の実施形態に係るプラズマディスプレイパネルにおけるアドレス電
極断線例示図である。
【図４】本発明の第１の実施形態に係るプラズマディスプレイパネルのリペア処理後の正
面図である。
【図５】本発明の第１の実施形態に係るプラズマディスプレイパネルを有するプラズマデ
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【発明の効果】
　以上のように本発明においては、



ィスプレイ装置のリペア処理後の断面図である。
【図６】本発明の第２の実施形態に係るプラズマディスプレイパネルにおけるアドレス電
極断線例示図である。
【図７】本発明の第２の実施形態に係るプラズマディスプレイパネルのリペア処理後の正
面図である。
【図８】従来のプラズマディスプレイパネルを有するプラズマディスプレイ装置の断面図
である。
【図９】従来のプラズマディスプレイパネルの発光／非発光領域及びフィルム状前面フィ
ルタのバスパー領域の関係を示した説明図である。
【図１０】従来のフィルム状前面フィルタの詳細断面図である。
【符号の説明】
１、１０１　プラズマディスプレイパネル
２、１０２　フィルム
３　駆動回路
４　固定部材
１１　前面基板
１２　背面基板
１４、１４１、１４１ａ、１４１ｂ、１４２、１４２ａ、１４２ｂ、１４３、１４３ａ、
１４３ｂ　アドレス電極
２１　色調整層
２２　赤外線遮断層
２３　電磁波遮断層
２４、２４１、２４２　リペア線
２５　光反射防止層
２６　保護層
１０２ａ　反射防止フィルム
１０２ｂ、１０２ｄ　接着層
１０２ｃ　透明導電フィルム
１０２ｅ　バスバー領域
α、α１、α２、α３、α´、α１´、α２´、α３´　接続点
β、β１、β２、β３　断線点
γ、γ´　点
δ、δ１、δ２、δ３、δ´、δ１´、δ２´、δ３´　導線
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【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】 【 図 ４ 】
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【 図 ５ 】 【 図 ６ 】

【 図 ７ 】 【 図 ８ 】
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【 図 ９ 】 【 図 １ ０ 】
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